
令和５年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

①「Ｒｏａｄ」を活用した働き方改革

推進事業の実施

②働き方改革の趣旨に係る保護

者や地域住民等への理解促進

③教員業務支援員を活用した業

務の負担軽減

①働き方改革推進事業の推進校

における「Ｒｏａｄ」を活用した実践

研究及び成果の普及

②-1北海道教育委員会広報誌に

よる働き方改革の取組に係る広報

の実施（R4:０回→R5:１回）

②-2　ＰＴＡ組織に働き方改革の趣

旨や取組を説明（３回（Ｒ５））

③教員業務支援員の配置（道立：

３３校、市町村立７７１校）

①推進校の年間時間外在校等時間は平均で４時間減少

（R4：410h→R5：406h）していることから、推進校の好

事例の横展開が必要。

②保護者や地域・社会に対して、全ての学校が働き方改

革への理解や協力を求めるための取組を実施（R4：

99.5%→Ｒ5：100%）し、これまで教員が行っていた行

事等の地域への移行など、教員負担の軽減が図られてい

る。引き続き、学校の教育活動への協力が得られるよう、

積極的な広報及び情報提供が必要である

③教員業務支援員による負担軽減が図られた一方で、支

援員を任用できなかった学校があったことから、人材の確

保に向けた取組が必要である。

①推進校や各校に設置さ

れている「コアチーム

（Road第３章掲載）」」に

おける好事例の浸透が図

られている。

②学校での取組に加え、

様々な機会を捉え、家庭や

地域への積極的な情報発

信に努めている。

③課題や現状分析、他都

府県の状況を見極め、支

援員の配置拡大を検討す

る。

点

R6.4予定

３　定性評価
取組

の柱
(1)本来担うべき業務に専念できる環境の整備

点

数
1 点

100.0

調整中

学校職員の

働き方改革

等取組状況

調査

（道教委）

　各教育委員会への働き掛けにより、

R5.12末現在での時間外在校等時

間を公表する市町村がR4の同時期

と比べ増加(78市町村→168市町

村)した。

R6.８

市町村立学校の時間外在

校等時間を公表している

市町村の割合(%)
43.8

55.2 66.4 77.6 88.8

時間外在校等時間が１年

間360時間以内となる教

育職員の割合(%)（道立

学校）
54.0

(R3)

63.2 72.4 81.6 90.8 100.0

調整中

時間外在校等時間が１か

月45時間以内となる教育

職員の割合(%)（小、中、

高、特）
74.4

(R3)

R6.８

R6.８

80.0 85.0 90.0 95.0

R7 R8 R9 調査期日

100.0

調整中

時間外状況

調査、出退勤

管理システム

による計測

（道教委）

 時間外在校等時間の縮減を図るた

め、「北海道の学校における働き方

改革手引（Ｒｏａｄ）」を活用した業務

改善の促進や、教員の時間外在校

等時間の公表（道立学校：四半期ご

と、市町村立学校：年１回）、教員業

務支援員や部活動指導員などの外

部人材の活用による負担軽減を実

施した。

 その結果、R5.12末現在の道立学

校における教員一人当たりの平均

時間外在校等時間は、R4の同時期

より減少(301.7h→287.0h)して

いる。

点

R6.4予定

出退勤管理

システムに

よる計測

（道教委）
点

R6.4予定

施 策 評 価 調 書

１　施策の状況

施策名 施策項目17　働き方改革の推進 所管課 教職員課（部活動改革推進課、福利課）

２　定量評価

指標
基準値

(R4)

目標値(上段)

進捗率
点

数

施策の

方向性

(要約)

○　　学校における働き方改革は、教育目標の実現に向けて、限られた人的・物的資源を効果的に活用しながら、真に必要な教育

    活動に注力するために行う取組であり、学校運営（マネジメント）そのものとの考え方の下、学校改革の取組を支援する。

○　　校長のリーダシップの下、教員一人一人が、ワークライフバランスの視点を持ちながら、自らの授業を磨き、人間性や創造性を

   高め、子どもたちに対して効果的な教育活動を実践する。

前年度

の状況

総合評価 評価年度（令和  年度）の取組【Ｐ】

(前年度の状況欄は、来年度以降作成の報告書から記載されます。)

出典

（調査機関） 分析(令和５年度の主な

取組と成果)【Ｄ・Ｃ】
実績値(下段)

R5 R6

所管課ＨＰ
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令和５年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

①教職員のストレスチェックや産業

医による面接指導の実施など、メン

タルヘルス対策の推進

②スクールロイヤーによる法務相

談の実施

③副校長、教頭を支援する取組

①-1 ストレスチェックの実施（受

検率97.8％）

①-2 面接指導の実施

（389名（R6.3月末現在））

（いずれも道立学校）

②弁護士４０名をスクールロイヤー

に委嘱し、法務相談を実施。相談

件数６5件

③調査業務の縮小・簡素化

①近年、ストレスチェックの受検率は90％台後半を維持

し、産業医による面接指導の実施者数は増加傾向にある

ことから、引き続き、ストレスチェックの受検勧奨や産業医

による面接指導の必要性の周知を図る。

②制度の活用により教職員の精神的な負担の軽減につ

ながるなどの効果がある一方で、活用をためらう学校が

あることから、気兼ねなく活用できるよう更なる周知が必

要である。

③調査業務の簡素化・削減などにより時間外在校等時間

は縮減しているものの、長時間勤務を大きく改善するまで

には至っておらず、一層の取組が必要である。

  道立学校の副校長・教頭の月平均時間外在校等時間

R5：52.5h→R5：49.2h（確認中）

①面接指導の重要性につ

いて、理解が深まりつつあ

る。

②制度の更なる周知を進

める。

③R６は、全道で８校に副

校長・教頭マネジメント支

援員を配置し、勤務実態改

善に向けた支援方法の検

証を行う。

取組

の柱
(4)教育委員会による学校サポート体制の充実

点

数
1 点

令和５年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

①教職員の在校等時間の客観的

な計測・記録及び公表

②ワークライフバランスを意識した

働き方の推進

①出退勤管理システムを活用した

在校等時間の客観的な計測・記録

と公表

②定時退勤日の実施

①全ての学校で客観的な計測・記録を実施しているほ

か、在校等時間を公表する市町村が増加（R4：78市町村

→R5:168市町村（確認中）。全市町村での公表に向け、

引き続き働きかけが必要である。

②ほぼ全ての学校（R5：98.3％）で定時退勤日を設定す

るなど、ワークライフバランスを意識した取組の定着が見

られる一方で、定時退勤の実効性の確保が必要となって

いる。

①第３期北海道アクション・

プラン（R6.3）において在

校等時間について公表す

るよう明記した。

②定時退勤の促進のた

め、勤務時間外における電

話対応の見直しについて

働きかける。

①生徒のけがの防止や心身のリフ

レッシュ、教職員の過度な負担の

抑止を図るため、「北海道における

部活動のあり方に関する方針」に

基づく部活動休養日の完全実施に

向けた取組の推進

②技術指導や安全管理を交代で

行う「複数顧問」や、教職員に代

わって指導を行う「部活動指導員」

の配置の推進と効果的な活用

③休日の部活動の地域移行に向

けた地域の実情に応じた検討と具

体的な取組の推進

①部活動休養日を設定・実施する

学校の割合：100%

②-1 複数顧問の配置する学校の

割合：99.6%

②-2 部活動指導員の配置

（道立126校234名、市町村立53

校91名）

③-1 地域移行の取組を支援する

ことを目的として、地域スポーツの

実践経験者や大学教授等をアドバ

イザーとして派遣（37市町村）

③-2 指導を希望する人材を候補

者として登録し、市町村教育委員

会などに情報提供する人材バンク

を設置（登録者延べ520名）。登

録者の拡大に向け、札幌市教育委

員会と連携し、広報の協力を依頼

するとともに、札幌市教育委員会に

指導者情報を提供。

①　引き続き、各部活動の休養日が適切に運用されるよう

取組の徹底を図る。

②　部活動指導員の活用が進んでいるが、財源不足によ

り全ての申請に対応できない状況にあることから、国に対

し財源措置の拡充を要望する。

③　地域移行の意義や目的への理解の促進が図られた

一方、運営団体・実施主体の財源や指導者の確保、参加

者の費用負担軽減等が課題となっていることから、アドバ

イザーの派遣や指導者の確保に努めるとともに、国に対し

財源措置の拡充を要望する。

①R4に引き続き、すべての

学校で部活動休養日が設

定されている。

②複数顧問及び部活動指

導員の配置校が増加した。

③-1　地域移行に向けた

検討を行う市町村が増加

している。

③-2　人材バンクへの登録

者の増加が見られる。

取組

の柱
(3)勤務時間を意識した働き方の推進と学校運営体制の充実

点

数
1 点

取組

の柱
(2)部活動指導に関わる負担の軽減

点

数
1 点

令和５年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況
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調整中 1.0 調整中

５　総合評価を踏まえた次年度の取組【Ａ】

 取組の柱（１）本来担うべき業務に専念できる環境の整備

　○　保護者や地域住民が学校における働き方改革の趣旨を理解し、各学校の教育活動に協力が得られるよう、働き方改革通信などに

    よる積極的な広報及び情報提供を実施する。

 取組の柱（２）部活動指導に関わる負担の軽減

　○　部活動休養日の適切な運用等の取組を徹底するとともに、「北海道部活動の地域移行に関する推進計画」により地域移行の取組を

    進め、地域の実情等に応じて可能な限り早期の実現を目指す。

 取組の柱（３）勤務時間を意識した働き方の推進と学校運営体制の充実

　○　全ての市町村において在校等時間が公表されるよう、働きかけを継続して実施する。

 取組の柱（４）教育委員会による学校サポート体制の充実

　○　スクールロイヤー制度の積極的な活用を促すため、学校・教育委員会が気兼ねなく活用できるよう、制度の更なる周知を図る。

　○　副校長・教頭の業務縮減のため、マネジメント支援員の活用策や配置方法について検証するほか、働き方改革推進校において校内に

    おける教頭業務の平準化や省力化を進め、好事例を全道に普及する。

　○　教職員のストレスチェックや産業医による面接指導の実施など、メンタルヘルス対策を推進する。

４　総合評価

定量評価の判定

(各指標平均点)　[ア]
定性評価の判定[イ] 合計点[ア＋イ] 総合評価
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施 策 評 価 調 書

１　施策の状況

施策名 施策項目18　学びのセーフティネットの構築 所管課
高校教育課（教育政策課、社会教育課、義務教育課、特別

支援教育課、生徒指導・学校安全課）

２　定量評価

指標
基準値

(R4)

目標値(上段)

進捗率
点

数

施策の

方向性

(要約)

○　　経済的理由等により就学の機会が損なわれないよう、支援が必要な全ての児童生徒や保護者に対する就学支援に関する制

　　度の活用を推進する。

○　　学齢期に様々な事情から十分な義務教育を受けられなかった方など、多様なニーズを踏まえ、学習機会の場の提供を図る。

○　　学び直しなどの学習支援や、教育相談の充実などによる高校中途退学の防止の取組を推進するとともに、中退者に対する社

　　会的自立に向けた途切れのない支援体制の充実が図られるよう、関係機関等と連携した取組を進める。

○　　ヤングケアラーや生理用品の入手が困難な児童生徒への相談機会を確保することや、学校においてヤングケアラー等の早期

　　発見・早期対応ができる体制を構築できるよう、教職員への研修の充実に努める。また、スクールカウンセラーやスクールソーシャ

　　ルワーカーの派遣を通じて、学校と福祉、介護、医療等の関係機関が連携したきめ細かな支援体制の充実を図る。

前年度

の状況

総合評価 評価年度（令和  年度）の取組【Ｐ】

(前年度の状況欄は、来年度以降作成の報告書から記載されます。)

出典

（調査機関） 分析(令和５年度の主な

取組と成果)【Ｄ・Ｃ】
実績値(下段)

R5 R6 R7 R8 R9 調査期日

100.0

98.9%
3

就学援助実

施状況等調

査

（文科省）

　入学前支給制度の速やかな導入に

ついて、市町村教育委員会あてに文

書により働きかけを行い、新たに２市

町村が導入した。
点

R5.7

道内公立高校の中途退学

者のうち、「学校生活・学

業不適応」を理由とするも

のの割合(%)
30.1

(R3)

26.8 23.6 20.4 17.2 14.0

新入学児童生徒学用品費

等の入学前支給制度を導

入する市町村の割合(%) 97.8

98.9

100.0 100.0 100.0 100.0

児童生徒の問

題行動等生徒

指導上の諸課

題に関する調査

（文科省）

　進路変更を理由とする割合が増加

したことで、総体的に「学校生活・学

業不適応」を理由とする割合が低下

した（R5欄はR4の数値）。

R６.10

点

R６.10

３　定性評価
取組

の柱
(1)就学に係る経済的支援の推進

点

数
1 点

100.0

49.8%
1

「校内研修

パッケージ」

実施報告

（道教委）

　R5.3に策定された「北海道ケアラー

支援推進計画」における取組として教

職員の共通理解や具体的な取組を

検討するための「校内研修パッケー

ジ」を作成、配付し、ケアラー支援推

進計画期間内においては、校内研修

実施状況を把握することとした。

 目標値に届いておらず、校内で立て

た計画どおりに「校内研修パッケー

ジ」を実施するよう促す必要がある。

32.8

ヤングケアラーに関する教

員研修を受講した学校の

割合(%)（小、中、高、特）

24.2

65.8 88.9 100.0 100.0

令和５年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

①市町村が実施している要保護者

及び準要保護者に対する就学援

助制度をはじめ、高校生に対する

就学支援金や奨学給付金制度、特

別支援学校等への就学者に対す

る就学奨励制度等の活用の推進

②各種教育支援制度の保護者等

への周知の強化

③ＩＣＴを活用するなどして支給事務担

当者を対象とした研修会の開催

①-1 就学援助制度の適切な実施

と保護者への周知徹底に関する市

町村教育委員会への文書による働

きかけ

①-2 高等学校等就学支援金制度

及び高校生等奨学給付金制度の

周知を図るため、保護者向け理解

啓発資料の作成・配付、ＨＰへの掲

載及びSNSを活用した周知

①-3 特別支援教育就学奨励費制

度の事務担当者向け啓発資料の

作成・配付、保護者向け資料の作

成・配付やＨＰへの掲載

②教職員、児童生徒、保護者への

周知を図るため、国や道、道教委の

各種支援制度を取りまとめた啓発

資料を作成し、各道立学校及び各

市町村教育委員会（各市町村立

学校）に配付（R5.3月）、各種会

議で周知依頼（5月、10月、1月、2

月）

道教委HP更新（R5.3月、8月)、保

健福祉部HP（10月）への新規掲

載

教育支援制度等に関するアンケー

トを取りまとめ各道立学校及び各

市町村教育委員会に配付（8月）

③特別支援学校事務職員対象の

就学奨励費研修会実施

①-1 市町村における就学援助制度の充実が図られてき

ているが、援助を必要とする方に対して漏れなく支給が行

われるよう、就学援助制度の活用・充実を図るための制度

の適切な運用やきめ細かな広報等の取組の促進が必要

である。

①-2 就学支援金及び奨学給付金の制度について、保護

者等の理解不足による申請漏れを防ぐため、引き続き、理

解啓発資料の充実が必要である。

①-3 保護者からの問合せがあるが、学校でなければ答

えられないことも多いため、特別支援教育就学奨励費の

制度について、保護者の理解が深まるよう学校と連携し、

周知内容や方法について引き続き工夫が必要である。

②周知・啓発を行っているものの、いまだ制度を認知して

いない家庭があることから、各種制度の周知が一層図ら

れるよう、知事部局とも連携し、より効果的な周知方法の

検討が必要である。

③児童生徒の家庭状況により判断に迷う事例が多いこと

から、引き続きオンラインを活用し、研修会開催が必要で

ある。

①-1 市町村における就学

援助制度の周知方法の充

実が図られてきている。

①-2 就学支援金及び奨学

給付金の制度に関する保護

者向け資料や周知方法の

充実が図られてきている。

①-3 保護者の利便性と学

校の負担軽減を考え、啓発

資料を更新したことで進捗

がみられた。

②知事部局と連携し、新た

にHPへ掲載したことに加

え、効果的な周知方法につ

いて検討を行うことができ、

進捗がみられた。

③就学奨励費制度の理解

促進を図ることができた。

点

R5.10

所管課ＨＰ

53 



①市町村が実施している要保護者

及び準要保護者に対する就学援

助制度をはじめ、高校生に対する

就学支援金や奨学給付金制度、特

別支援学校等への就学者に対す

る就学奨励制度等の活用の推進

②各種教育支援制度の保護者等

への周知の強化

③ＩＣＴを活用するなどして支給事務担

当者を対象とした研修会の開催

①-1 就学援助制度の適切な実施

と保護者への周知徹底に関する市

町村教育委員会への文書による働

きかけ

①-2 高等学校等就学支援金制度

及び高校生等奨学給付金制度の

周知を図るため、保護者向け理解

啓発資料の作成・配付、ＨＰへの掲

載及びSNSを活用した周知

①-3 特別支援教育就学奨励費制

度の事務担当者向け啓発資料の

作成・配付、保護者向け資料の作

成・配付やＨＰへの掲載

②教職員、児童生徒、保護者への

周知を図るため、国や道、道教委の

各種支援制度を取りまとめた啓発

資料を作成し、各道立学校及び各

市町村教育委員会（各市町村立

学校）に配付（R5.3月）、各種会

議で周知依頼（5月、10月、1月、2

月）

道教委HP更新（R5.3月、8月)、保

健福祉部HP（10月）への新規掲

載

教育支援制度等に関するアンケー

トを取りまとめ各道立学校及び各

市町村教育委員会に配付（8月）

③特別支援学校事務職員対象の

就学奨励費研修会実施

①-1 市町村における就学援助制度の充実が図られてき

ているが、援助を必要とする方に対して漏れなく支給が行

われるよう、就学援助制度の活用・充実を図るための制度

の適切な運用やきめ細かな広報等の取組の促進が必要

である。

①-2 就学支援金及び奨学給付金の制度について、保護

者等の理解不足による申請漏れを防ぐため、引き続き、理

解啓発資料の充実が必要である。

①-3 保護者からの問合せがあるが、学校でなければ答

えられないことも多いため、特別支援教育就学奨励費の

制度について、保護者の理解が深まるよう学校と連携し、

周知内容や方法について引き続き工夫が必要である。

②周知・啓発を行っているものの、いまだ制度を認知して

いない家庭があることから、各種制度の周知が一層図ら

れるよう、知事部局とも連携し、より効果的な周知方法の

検討が必要である。

③児童生徒の家庭状況により判断に迷う事例が多いこと

から、引き続きオンラインを活用し、研修会開催が必要で

ある。

①-1 市町村における就学

援助制度の周知方法の充

実が図られてきている。

①-2 就学支援金及び奨学

給付金の制度に関する保護

者向け資料や周知方法の

充実が図られてきている。

①-3 保護者の利便性と学

校の負担軽減を考え、啓発

資料を更新したことで進捗

がみられた。

②知事部局と連携し、新た

にHPへ掲載したことに加

え、効果的な周知方法につ

いて検討を行うことができ、

進捗がみられた。

③就学奨励費制度の理解

促進を図ることができた。

取組

の柱
(2)学びの機会の保障

点

数
1 点

令和５年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

①夜間中学等に関する協議会にお

いて、オンラインの活用も含めた教

育機会の提供の在り方などについ

て検討・協議

②海外から帰国した児童生徒や外

国人の児童生徒へのきめ細かな

指導や支援

①オンライン授業を試行実施（10

月）し、夜間中学等に関する協議

会等を開催（11月、２月）

②-1 外国人児童生徒等の日本語

能力に応じた初期指導マニュアル

の作成、ＨＰへの掲載

②-2 日本語指導協力者の募集・

学校への派遣（１名を１校に派遣）

②-3 携帯型通訳デバイスの学校

への貸出（１９校）

②-4 帰国・外国人児童生徒支援

連絡協議会の開催（７月、９月、12

月 延べ２４０名参加）

①オンライン授業における授業サポートの必要性等改善

意見もあり、更なる試行・検討が必要。また、広域な本道の

特性に応じた札幌市以外の地域における夜間中学の設

置の在り方など、学習機会の確保について検討を実施す

る。

②-1　外国人児童生徒等の受入れ実績のない又は少な

い市町村教育委員会及び学校の受入れ体制の整備を一

層進めるため、更なる周知を図る必要がある。

②-2　児童生徒一人一人の日本語能力等の実態把握や

卒業後の進路を見据えた日本語指導の充実が図られた。

②-3　外国人児童生徒等の受入れ実績のない、又は少な

い市町村教育委員会及び学校の受入れを支援することが

できた。

②-4　帰国・外国人児童生徒等への日本語指導の在り方

や進学・キャリア支援などについて、参加者の理解を深め

ることができた。今後、地域や学校の実態やニーズの多様

化に対応する必要がある。

①年２回、夜間中学等に関

する協議会等で検討を実施

する。

②指導資料の普及や連絡

協議会などを通じて、各市

町村教育委員会や学校に

おいて、児童生徒一人一人

の適切な日本語能力等の

把握や実態に応じた日本語

指導の在り方等に係る理解

を深めることができた。

取組

の柱
(3)高校中退者の社会的自立に向けた途切れのない支援体制の充実

点

数
1 点

令和５年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

①スクールカウンセラーの派遣等

による教育相談の充実

②学習相談や学習支援等の取組

の充実

③関係団体と連携した就労や経済

的自立の支援

①スクールカウンセラーの配置

（190校）

②「高卒認定試験合格に向けた学

びのステップアップ支援事業」を試

行実施し、学習相談や学習支援等

について検証（R5年10月～R6年

３月）

③北海道若者就職支援センターや

地域若者サポートステーションの支

援内容等を必要とする相談者等へ

案内し、活用を促進

①令和４年度と比べ配置校が３校増加。教育相談体制の

充実に向け、スクールカウンセラーを効果的に活用するた

めの取組が必要である。

②庁内や関係機関との連携体制を構築し、オンラインによ

る支援を実施することができたが、オンラインという手法の

有効性とともに、科目や分野によってはＰＣ等の画面上で

の単なるデータ共有では、意思疎通に不便さを感じると

いった課題があった。

③将来的な就労不安を抱える高校中退者に対し若者サ

ポートステーションの窓口を周知することができた。

①スクールカウンセラー連

絡協議会や教育相談員セミ

ナーを実施し、スクールカウ

ンセラー、市町村職員、学校

担当者等と情報共有した。

②支援事業を施行実施し、

今後の支援体制の在り方を

検証することができた。

③引き続き就労についての

不安を訴える相談者に就労

支援センター等相談窓口を

案内する取組を継続する。
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令和５年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

①相談窓口の周知の強化

②スクールカウンセラー等による相

談体制の充実

③関係機関との緊密な連携体制

の構築

④教職員の理解が深まるよう教員

研修の充実

①相談窓口を掲載したデジタル版

の「ヤングケアラーハンドブック」を

作成し、児童生徒に周知（11月）

②スクールカウンセラーの配置

（190校）

③-1 スクールソーシャルワーカー

の派遣（道ＳＳＷ 159回派遣）

③-2 保健福祉部局との連携・協

力の下、「ヤングケアラー支援のた

めのガイドライン」を作成・配付し、

学校での活用を促進

④校内研修用のオンデマンド研修

資料を作成・配付

①　作成した「ヤングケアラーハンドブック」を児童生徒に

周知することができた。更なる周知を図るため、「ヤングケ

アラーハンドブック」の活用に向けた取組が必要である。

②　令和４年度と比べ配置校が３校増加した。教育相談体

制の充実に向け、スクールカウンセラーを効果的に活用す

るための取組が必要である。

③-1　更なる相談体制の充実のため、スクールソーシャル

ワーカーによる支援についての啓発やアウトリーチ型派遣

に向けたケースの掘り起こしなどの取組が必要。

③-2、④　校内研修用のオンデマンド研修資料を活用し、

ヤングケアラーの早期発見や情報共有に資する取組等に

ついて理解を深めることができた。教職員の理解が更に

深まるよう、ガイドラインや校内研修資料の活用を促進す

る取組が必要である。

①「ヤングケアラーハンド

ブック」を配付し、活用を促

した。

②スクールカウンセラー連

絡協議会や教育相談員セミ

ナーを実施し、スクールカウ

ンセラー、市町村職員、学校

担当者等と情報共有した。

③-1スクールソーシャル

ワーカー相談会を各管内で

実施し、必要に応じて派遣

するなど、相談体制の充実

を図った。

③-2④ガイドラインの活用

に係る校内研修資料を作

成、配付し計画的な研修の

実施を促した。

取組

の柱
(4)ヤングケアラー等の児童生徒の状況に応じた支援体制の充実

点

数
1 点

2.0 1.0 3.0 やや遅れている

５　総合評価を踏まえた次年度の取組【Ａ】

　取組の柱（１）就学に係る経済的支援の推進

　○　市町村におけるきめ細かな広報活動等の促進に向けた市町村教育委員会への情報提供や働きかけを継続して実施する。

　○　就学支援金及び奨学給付金の制度に関する保護者向け資料の適宜見直しやSNSの活用による理解啓発を継続して実施する。

　○　各種教育支援制度の保護者等への周知の強化のため、継続的な情報提供を行うとともに、知事部局と連携して一層効果的な周知方法

   　を検討・実施する。

　○　特別支援教育就学奨励費の制度に関する学校への理解促進及び保護者向け啓発資料の適宜の見直しと学校職員向け研修会を継続

    　して実施する。

　取組の柱（２）学びの機会の保障

　○　夜間中学等に関する協議会において、オンライン授業の可能性や課題、他の都府県の先行事例等を参考にして、学びの機会の充実に

　　　向けた協議を推進する。

　○　引き続き、各学校の受入れ体制の整備や児童生徒一人一人の適切な日本語能力の把握、実態に応じた日本語指導の在り方等の理解

　　　を深めるための教職員や市町村教育委員会職員を対象とした研修を実施する。

　○　引き続き、初期指導マニュアル追補版の作成や携帯型通訳デバイスの貸出、相談支援を実施する。

　取組の柱（３）高校中退者の社会的自立に向けた途切れのない支援体制の充実

　○  社会的自立に向けた学び直しの支援体制を充実させるため、道民カレッジ事業として、高等学校卒業程度の学力習得に向けた地域に

    　おける学びのステップアップ支援促進事業を実施する。

　取組の柱（４）ヤングケアラー等の児童生徒の状況に応じた支援体制の充実

　○　スクールカウンセラーを効果的に活用するため、スクールカウンセラー連絡協議会の内容の充実を図る。

　○　ヤングケアラーへの支援に当たり、支援が必要な児童生徒を、市町村の担当部局などの関係機関につないでいくことの重要性につい

　　て、一層理解を深めることができるよう、「ヤングケアラー支援のためのガイドライン」の活用の周知を徹底する。

４　総合評価

定量評価の判定

(各指標平均点)　[ア]
定性評価の判定[イ] 合計点[ア＋イ] 総合評価
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遠隔授業で実施した教

科・科目について学びに対

する興味・関心を高めるこ

とができたと感じた生徒の

割合(%)（高）

82.0 84.0 86.0 88.0

79.7

R5.12

　数学や英語については習熟度別授

業を基本とし、地歴、公民、理科につい

ては、生徒の興味・関心に応じて配信

する科目数を増加。また、配信授業の

質の向上のため、クラウドを活用した

遠隔授業を展開した。

　　前年度と比べ、数値は上昇したが、

引き続き指導主事によるサポートチー

ムの派遣等により、授業改善を推進す

る。

90.0

81.0

点

COREハイス

クール・ネット

ワーク構想に係

るアンケート調査

（文科省）

3

学校運営協議会を設置し

ている学校（コミュニティ・

スクール）の割合(%)（小、

中、高、特）

総合評価 評価年度（令和  年度）の取組【Ｐ】

(前年度の状況欄は、来年度以降作成の報告書から記載されます。)

80.0 83.2

160

48.8%

　広報誌等で、地域学校協働活動推

進員等の役割と重要性を周知したほ

か、社会教育巡回訪問による助言を

実施した。

　前年度との比較では地域学校協働

活動推進員等の重要性の理解により

参画数は増えているが、地域学校協

働活動推進員に対する理解促進は、

引き続き課題である。

3

点

　地域と学校の連携推進協議会（４ブ

ロック×２回）、放課後活動推進協議

会（４ブロック×２回）を実施したほか、

地学協働アドバイザーを派遣した。

　ブロックごとの働きかけにより前年度

から研修受講者が増加した。

コミュニティ・

スクール及び

地域学校協

働活動実施

状況調査

（文科省）

R5.11

該当する研

修会の参加

者を集計

（道教委）

160 160 160

R6.2

1

点

基準値

(R4)

目標値(上段)

実績値(下段)
点

数

74.0

　コミュニティスクールの設置促進に向

け、地域と学校の連携推進協議会の

実施（４ブロック×２回）、社会教育巡

回訪問による助言、各教育局の地学

協働プロジェクトチームの取組、校長

会等各種会議における理解啓発、市

町村に１校の高校のうち、未導入の管

理職及び市町村長、市町村教育長を

対象に研修会を実施した。

 高校における新規導入は17校、特別

支援学校導入率が100%となった。ま

た、小中学校での導入率は93.1％と

なり、全体で目標値を上回る実績が得

られた。

83.7

4

点

86.4 89.6

地域学校協働活動推進員

等を対象とした研修の参

加者数（人）
160

98.8%

78

地域学校協働活動推進員

等が学校運営協議会に参

画している学校の割合

(%)（小、中、高、特）

35.6 40.6 45.6 50.6 56.0

90.7%

32.3

30.6

73

施 策 評 価 調 書

１　施策の状況

施策名

93.0

104.6%

２　定量評価

指標

R5 R6 R7 R8 R9

進捗率

出典

（調査機関）

調査期日

コミュニティ・

スクール及び

地域学校協

働活動実施

状況調査

（文科省）

R5.11

施策の

方向性

(要約)

○　　行政と学校、地域住民、企業等が連携し、子どもたちが主体的に学び、成果を発信する場を充実させることにより、地域の課題

    解決や地域創生の実現に向けた取組を推進する。

○　　学校と地域をつなぐコーディネーターの発掘・育成を推進するなど、「学校を核とした地域づくり」を通して、未来を担う子ども

    たちの豊かな成長を支える地域社会の実現を目指す。

○　　人口減少など社会の変化や生徒の多様な学習ニーズを踏まえながら、地域と連携・協働した魅力ある高校づくりを推進し、

    地域に愛着と誇りを持ってふるさとの発展に貢献する人材を育成する。

前年度

の状況

施策項目19　地域と学校の連携・協働の推進 所管課 社会教育課（高校教育課、義務教育課、特別支援教育課）

分析(令和５年度の主な

取組と成果)【Ｄ・Ｃ】

所管課ＨＰ
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①自治体や企業・団体等の様々な

主体と学校が連携するとともに、探

究型の学習体験を支援するコー

ディネーターを活用した地学協働体

制の構築

②地学協働の取組の成果を全道に

普及

① 北海道ＣＬＡＳＳプロジェクトの実

施（指定校８校（推進校４、連携校

４））。

地域コーディネーターの配置、コン

ソーシアムの設置、地域や産業界等

との連携による地域課題探究型学

習の実施

②-1 全道地学協働活動研究大会

をオンラインで開催（11月150名

参加）

②-2 北海道地学協働アワード

2023の開催（２月YouTubeで配

信）参加校15校、視聴回数239回

②-3 地学協働の取組事例を収集

し、報告書を作成

３　定性評価
取組

の柱

令和５年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 進捗状況

①北海道CLASSプロジェク

トの研究指定校では、地学

協働による地域課題探究型

の学びが進路実現に活かさ

れたなどの具体的な成果が

得られた。

②全道地学協働活動研究

大会や北海道地学協働ア

ワードに高校を含む多くの関

係者が参加していることか

ら、地学協働への関心の高

まりにより、今後の成果の活

用が期待される。

①コミュニティ・スクール（ＣＳ）導入

促進と質的な向上

②放課後活動を支える人材に対す

る情報提供や資質向上研修を

行う機会の拡充

①-1 地域と学校の連携推進協議

会の開催（全道４ブロックで開催

341名参加）

①-2 地学協働アドバイザーの派遣

(15回）

①-3 実践事例集の作成・配付

② 放課後活動推進協議会の開催

（全道４ブロックで開催 1,528名

参加）

①—1　学校運営協議会を効果的に機能させている実践事

例の周知により各地域の課題の解決に向けた働きかけを

実施した。

①—2　道立学校や社会教育委員の研修会などにおける熟

議の実施により、地域と学校の関係者の当事者意識の向

上に努めている。

①—3　広報誌「地学協働」において、地域と学校の連携推

進協議会の内容を普及・啓発した。

　高等学校におけるコミュニティ・スクールの導入が遅れて

いることから、さらなる働きかけを進める必要がある。

② 放課後活動を支援する指導者等を対象に「特別な支援

を要する児童への対応方法」や「子どもからのSOSを見逃

さない関わり方」など、業務に活かすことのできるスキル向

上を目的とした協議会を実施した。放課後活動推進協議会

への放課後児童支援員の参加を増やすため、一層の研修

機会の充実と参加に向けての働きかけが必要である。

①　地学協働の推進に重要な要素（コーディネート機能の

確保、学校内の体制構築、コンソーシアムなどの地学協働

の体制構築）を実証。

　地域課題探究型の学びによる生徒や地域住民の意識高

揚や生徒の進路実現を図った。

②-１　地学協働推進の学びのため、指定校８校の３年間の

成果・課題の報告と地学協働の進め方やポイントを情報交

流した。

②ｰ２　エントリー校15校中11校が新規で参加した。

YouTubeライブで発表の様子を配信し、学校関係者のほ

か地域住民などが視聴した。

②-３　北海道CLASSプロジェクトや全道の事例について

の成果や地学協働体制の構築の流れをまとめた報告書ほ

作成し発信した。

　　取組の成果について、様々な方法で全道へ普及してお

り、今後はその活用について発信を強める必要がある。

取組の成果と課題【Ｃ】

取組

の柱
(3)地域とともにある学校づくりのための推進体制の構築

点1(1)学校や行政と連携した主体的に地域に関わる児童生徒の育成

1 点

進捗状況

①地域学校協働活動推進員等の

配置の促進

②教職員や地域学校協働活動推

進員等を対象とする研修機会の充

実

①-1 地域と学校の連携推進協議

会の開催（全道４ブロックで開催

341名参加）

①-2 地学協働アドバイザーの派遣

(15回）

①-3 実践事例集の作成・配付

② 地域学校協働活動推進員等を

対象とする研修の実施（15回開催

地域学校協働活動推進員等の参

加78名）

点

数

点

数

取組

の柱

令和５年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】

①ｰ1　各地域の実態に応じて、地域学校協働活動推進員

等の役割に対する講義や人材の活用に係る協議等を実施

し、地域学校協働活動推進員等の配置促進の重要性を広

く周知した。

①ｰ2　コミュニティ・スクール推進のための熟議の実施や市

町村における社会教育委員の研修会などに派遣し、地学

協働に対する地学協働の意識を醸成した。

①-3　広報誌や調査により状況の発信を行っているが、関

係者の理解促進や人材育成を進める必要がある。

②　地域学校協働活動推進員等を対象とする研修の拡充

及び研修内容の充実と働きかけが必要である。

①②地域学校協働活動推進員等のコーディネートに関わ

る人材の育成を進める必要がある。

①地学協働アドバイザー派

遣では、これまで学校運営

協議会の機能についての説

明が多かったが、今後は熟

議を進める方法などの伴走

支援が必要である。

②地域学校協働活動推進

員等の資質向上のため、一

層の研修機会の充実と参加

に向けた働きかけが必要で

ある。

取組の成果と課題【Ｃ】

(2)学校と地域をつなぐ人材の配置・育成の推進

①ＣＳの導入率は着実に上

昇。月１回の広報誌の配布

により、全道各地の取組を周

知した。

②全道の地学協働に係る研

修には、多くの参加を得てい

る。

点

数
1 点

令和５年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況
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(4)多様な学習ニーズに対応した高校づくりの推進

取組の成果と課題【Ｃ】

取組

の柱
1

５　総合評価を踏まえた次年度の取組【Ａ】

　取組の柱（１）学校や行政と連携した主体的に地域に関わる児童生徒の育成

                （４）多様な学習ニーズに対応した高校づくりの推進

　○　生徒を含めた地域人材を育成するため、コーディネート機能の確保、学校内の体制整備、コンソーシアムの設置などにより、地学協働

     体制を構築する。

　○　地学協働体制の構築に向け、広報誌やリーフレット、YouTube等を活用し、全道の関係者に広く普及・啓発を図る。

　取組の柱（２）学校と地域をつなぐ人材の配置・育成の推進

　○　地域と学校をつなぐ地域学校協働活動推進員等の資質向上のための研修機会の充実と、研修会等の活用によるコーディネーター同士

　　　のネットワーク形成と情報交換の場を整備する。

　取組の柱（３）地域とともにある学校づくりのための推進体制の構築

　○　各種研修内容を充実させ、国の動向や地学協働の重要性について改めて周知するとともに、義務教育における学校運営協議会の機能

　　　の充実や道立高校への学校運営協議会の導入促進に向けた取組の普及・啓発を図る。

①将来を見据えた高校づくりを地

域とともに考える仕組みを構築

②文科省事業（普通科改革支援事

業）を活用し、普通科新学科設置に

向けた教育課程の編成・実施や新

学科のＰＲの充実

③地域連携校による協力校及び協

力校以外の学校との「授業に関す

る連携」等の推進

④北海道高等学校遠隔授業配信

センター（T-base）からの配信に

加え、道立学校間における遠隔授

業の実施

① 北海道ＣＬＡＳＳプロジェクトの実

施（指定校８校（推進校４、連携校

４））

② 普通科新学科設置予定の高校

に対する関係機関等との連携協力

体制の整備や、コーディネーターの

配置などを行い、新学科設置の取

組を推進（釧路湖陵高校、大樹高

校）

③連携校・協力校間における連携

の実施（29組53校）

④T-baseからの遠隔授業配信

（地域連携校29校、離島の高校２

校へ８教科32科目）

４　総合評価

定量評価の判定

(各指標平均点)　[ア]
定性評価の判定[イ] 合計点[ア＋イ] 総合評価

①　指定校においてコンソーシアムを設置し、地域と協働し

た取組を実践。地域とのコーディネート機能の確保に向け

た継続的な取組が必要である。

②　普通科新学科設置予定校と関係機関等の連携協力体

制を推進するとともに、コーディネーターの活用方法につい

て整理できた。今後は、新学科開設後の取組の発信が必要

である。

③　連携校・協力校間の連携により、特に連携校の生徒の

教育活動の質が向上。連携について継続して働きかけるこ

とが必要である。

④　冬期講習及び春期講習については、遠隔授業受信校

以外の小規模校にも拡大して配信。引き続き配信の拡大に

ついて検討することが必要である。

①R6より、地域と学校がとも

に学ぶ取組をとおして持続

可能なまちづくりに資する

「北海道MA+CHプロジェク

ト」を実施（指定校14校）

する。

②R６入学生から普通科新

学科開設

③初任段階教員等の研修

の実施校（連携校）22校

43人

④冬期講習参加校（遠隔授

業受信校以外）８校

2.8 1.0 3.8 概ね順調

令和５年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 進捗状況

点
点

数
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施策の

方向性

(要約)

○　　道民が、生涯を通じて活躍できるよう、必要な知識・技能を身に付け、他者と協働しながら様々な社会的変化を乗り越え、自ら

　　の可能性を最大限に伸長することのできる学習機会の充実に資する取組を支援する。また、多様な人々が主体的に参画できる

　　包摂的な社会の実現を目指し、潜在能力を発揮できる環境整備を推進する。

○　　社会教育の推進に向けた取組への援助や、社会教育主事、社会教育士などの人材の育成に努めるとともに、知事部局や大

　　学、企業等の多様な主体との連携・協働により、地域創生の実現に向けた社会教育の振興を推進する。

○　　子どもの豊かな人間性を育むため、学校や家庭、地域において、地域の特色を活かした多様な体験活動を意図的・計画的に

　　創出する。

前年度

の状況

総合評価 評価年度（令和  年度）の取組【Ｐ】

(前年度の状況欄は、来年度以降作成の報告書から記載されます。)

分析(令和５年度の主な

取組と成果)【Ｄ・Ｃ】

基準値

(R4)

目標値(上段)

実績値(下段)
点

数

　教育委員会訪問等で配置促進の働

きかけを行うとともに、有資格者を増

やすため、講習の受講環境を整えた

が、既に発令されていた有資格者が

人事異動で他部署に異動するケース

が重なり、配置の割合が低下した。

2

点

61.5

施策項目20  生涯学習・社会教育の振興 所管課 社会教育課

施 策 評 価 調 書

１　施策の状況

施策名

80.0

85.0%

２　定量評価

指標

R5 R6 R7 R8

R5.10

R9

進捗率

出典

（調査機関）

調査期日

　調査結果を各市町村教育委員会と

共有するなど、様々な取組が各地域

で展開されるよう工夫をしたが、学習

した成果を生かす場や機会について、

「とても充実していると思う」と回答し

た住民の割合が6.6%に留まるなど、

課題が見られる。
62.9

2

点

生涯学習の成果を活用し

ている住民の割合(%) 74.0 75.5 77.0 78.5

生涯学習に

関する住民

の意識調査

（道教委）

R6.1

59.5

68.7

26.8

64.0

81.5%

北海道の市町

村における生涯

学習推進体制

の整備状況調

査

（道教委）

社会教育主事を配置して

いる市町村の割合(%) 75.0 81.2 87.5 93.7 100.0

82.0%

　障害者の生涯学習理解促進キャラ

バン隊等の機会を活用して、障がい

者も参加できる学びの実態把握の重

要性を繰り返し説明した。その結果、

市町村における実態把握の状況が若

干改善した。

社会教育主

事の配置に

関する調査

（道教委）

障がい者の学習機会に関

する実態把握をしている市

町村の割合(%)
34.2 41.7 49.1 56.6

65.1%

27.9

2

点

　成人を対象とした主催事業を実施

し、多様な世代に体験活動を提供し

た。（178人／９事業）

　HPやSNSを活用した広報活動・情

報発信を推進し、特に各施設及び本

庁の動画による情報発信が増加し

た。（動画数：R4:２本→R5：47本）

1

点

R5.6

道立青少年体験活動支援

施設の利用者数

(万人)
18.9

17.9

(R1)

2

　家庭教育サポート企業等制度を活

用した地域の取組を拡充する必要性

について、啓発用資料も用いて、教育

委員会や締結企業等への働きかけを

強化し、取組を進める市町村が13市

町村増え、26市町村となった。

54.0

89.7%

14.5

18.9 18.9 18.9 18.9

12.3

道立青少年

体験活動支

援施設利用

状況調査

（道教委）

R6.4

北海道の市町

村における生涯

学習推進体制

の整備状況調

査

（道教委）

R５.6

7.3

点

家庭教育サポート企業が

教育委員会等と連携して

家庭教育支援を行う市町

村の割合(%)

16.2 25.6 35.1 44.5

所管課ＨＰ
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①専門的知識･技術を持った社会

教育行政職員の育成を推進するた

め「社会教育主事」「社会教育士」

の資格を付与する「社会教育主事

講習」の受講促進

②社会教育主事等の資質向上に

向けた研修の充実

①生涯学習推進センターにおいて

社会教育主事講習を実施（平日開

催を基本とするＡ日程、休日開催の

基本とするＢ日程で実施(両日程

延べ152名受講)）（Ｒ４：８８名）

②-1 社会教育主事講習を修了し

た社会教育主事や社会教育士を

対象に社会教育スキルアップ研修

会を開催（８月、９月、12月、32名

参加）（Ｒ４：４８名）

②-2 経験の浅い社会教育関係職

員を対象に社会教育ベーシック講

座の開催（６月、７月、11月、117

名参加）（Ｒ４：実施なし）

②-3 北海道社会教育主事会協議

会と連携した「北海道社会教育セ

ミナー」を実施(６月１日～６月２日、

187名参加)（Ｒ４：２１４名）

①13管内から教育委員会事務局職員、教員、民間企業

職員等、様々な所属の方々が受講。道内の広域で社会教

育の推進に向けた取組の援助や、地域に必要な生涯学習

の機会創出を手がける社会教育主事、社会教育士を育成

することができた。

②一部研修会については、参加者数が想定より少なかっ

たことから、一層多くの方が参加しやすいよう、オンラインに

よる学びと対面による学びを組み合わせ、対象を明確にし

て内容を充実させる必要がある。

①各分野において活躍する

社会教育士の称号を取得

することができることから、こ

れまで以上に様々な所属の

方が受講している。

②講習を全オンラインとする

ことで、安定的に受講者数

を確保するとともに、道内外

の講師による多様な講義を

継続的に実施することがで

きている。

① 高等学校卒業認定試験合格に

向けた学習支援や相談の実施

（10月～３月、遠隔地の対象者に

は、ＳＮＳを活用した学習支援を実

施）

②「地域生涯学習活動実践交流

セミナー」を開催し、学習の成果を

人づくりや地域づくりに生かす取組

を行っている地域の実践内容等を

共有(２月215名参加)

③ 道民カレッジにおいて、ＳＮＳ活

用方法について学ぶ教室や高齢

者がＩＣＴを学んでいる学生からイ

ンターネット利用の基本を学ぶ教

室を開催(６月～12月開催延べ

1,095名参加)

④道立図書館の電子図書館サー

ビス利用に係る出張利用登録会実

施（５回　計393名登録）

３　定性評価
取組

の柱

令和５年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】

取組

の柱
(3)学びの活動をコーディネートする社会教育主事などの人材育成

取組の成果と課題【Ｃ】

点

数
1 点

令和５年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

公立図書館の来館者数

(万人)
556.6

(R3)

760.0 790.0 820.0 860.0 900.0

統計資料「北海

道の図書館」か

ら集計

（道図書館振興

協議会）

　コロナ禍が明け、各図書館における

活動が回復してきており、道立図書館

においても電子図書館サービスや民

間団体と連携した取組などの一層の

周知・啓発を行った。
R6.12

点

R6.12

実績値(下段)

R5 R6 R7 R8 R9 調査期日

①障がい者の学びのニーズや特

性に応じた学びの機会の確保や取

組の支援

（再掲：施策項目１（３））

①「障害者の生涯学習支援体制

構築モデル事業」の実施

　　障害者の学びの支援入門講座

　　（全５回、82名）、コンファレンス

　　（154名）、　キャラバン隊（５会

　　場162名）、多様な主体による

   学習プログラム構築事業

   （６事業）

取組

の柱

令和５年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】

①障害者の学びの支援入門講座により、社会教育主事等

が障がい者の学校卒業後の学びの現状や課題について

理解を深めることができた。また､コンファレンスやキャラバ

ン隊による地域住民の取組への機運の醸成や、教育、医

療、福祉が連携した講座により、今後に生かせる運営ノウ

ハウを蓄積できた。

　地域で行われる学びの情報を、障がい当事者や家族に

周知する方策を検討することが必要である。

①一部の市町村教育委員

会では、社会教育中期計画

に本取組を盛り込む動きが

あるなど、障がいの有無に

かかわらず、誰もが参加で

きる機会を拡充する動きが

見られる。

取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

(2)社会的包摂の実現につながる取組の推進
点

数
1 点

進捗状況

①全道域を対象に、学習支

援や学習相談を全てオンラ

インにより実施し、令和６年

度の事業化につなげること

ができた。

②社会教育以外の新たな

視点の基調講演を組み込

むなど、前例にとらわれない

各地域の社会教育の振興

につながるための構成を探

求できた。

③講座の一部をオンライン

配信するなど、参加者の居

住地域にとらわれずデジタ

ル機器の活用意欲を高める

ための取組につなげること

ができた。

④電子図書館の活用に向

けた利用登録の推進など、

非来館型サービスの充実に

取り組んでいる。

①庁内や関係機関との連携体制を構築し、オンラインによ

る学習支援及び学習相談を実施することができたが、オン

ラインという手法の有効性とともに、科目や分野によっては

ＰＣ等の画面上での単なるデータ共有では、意思疎通に

不便さを感じるといった課題があった。

②研究テーマに即した各管内の実践を交流することで、地

域住民の主体的な取組を促す支援方法について学びを

深めることができた。研究協議テーマを踏まえながら、参

加者の年齢や経験年数などを考慮し、より充実した研究

協議とするための更なる検討が必要。

③地域や年齢による格差、デジタル機器に対する知識の

少ない層と積極的に活用している層の分断、知識の少な

い層の孤立化、活用動機の希薄さなどの解消を図ること

ができたが、各地域において実施状況に差が見られてい

るため、今後も講師派遣事業を実施するなどの支援が必

要である。

④札幌近郊において道立図書館の利用登録会を実施。今

後は、特に遠隔地への電子図書館サービスの普及や読書

バリアフリーを踏まえた障がい者サービス等の一層の充実

を図る必要がある。

点

数
(1)生涯にわたる学習活動の推進 点1

分析(令和５年度の主な

取組と成果)【Ｄ・Ｃ】
指標

基準値

(R4)

目標値(上段)

進捗率
点

数

出典

（調査機関）

①義務教育未修了者等の学び直

しに係る学習内容を引き続き検討

するとともに、高校中退者等を対象

としたオンラインによる学習支援に

取り組む

②学習の成果を地域や社会で活

かす仕組みづくりの支援

③高齢者のデジタルデバイド解消

のため、「多様な学習機会の提供」

として、ＩＣＴを活用したデジタルリテ

ラシー向上をテーマとして講座等を

実施

④道民誰もがどこからでも読書や

調査研究ができる図書館の利活

用の推進
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進捗状況

①社会教育施設等の機能を活用

し、地域住民や関係団体、行政の

協働による地域課題を解決する社

会教育事業の実施

（再掲：施策項目１（５））

②デジタル化の進展を踏まえ、公

民館等の社会教育施設を活用し

た、利用者のデジタルリテラシー向

上の取組の推進

①学校を核とした地域づくりの推

進に向けて、学校と地域の教育課

題に対応した地学協働の実際の取

組事例を学ぶ「社会教育ベーシッ

ク講座」をオンライン実施(７月55

名参加)

②-1　道民カレッジにおいて、ＳＮＳ

活用方法について学ぶ教室や高

齢者がＩＣＴを学んでいる学生から

インターネット利用の基本を学ぶ教

室を開催(６月～12月開催延べ

1,095人参加)

②-2　道立近代美術館や紀伊国

屋書店、市立小樽図書館等と連携

した道立図書館の電子図書館サー

ビス利用に係る出張利用登録会実

施（札幌市内４回、小樽市１回　計

393人）（再掲）

①　地域と学校が連携した様々な取組における役割と責

任を担い合う関係づくりの重要性と、地学協働を活性化さ

せるための理解を深めることができた一方で地域コーディ

ネーターの発掘や育成方法に係る丁寧な情報提供が必

要である。

②-1　地域や年齢による格差、デジタル機器に対する知識

の少ない層と積極的に活用している層の分断、知識の少

ない層の孤立化、活用動機の希薄さなどの解消を図るこ

とができた。

　さらに多くの地域において、デジタルリテラシー向上

の取組を推進することができるよう市町村や公民館

等への支援が必要である。
②-2　各施設等と連携した電子図書館サービスの普及を

図った。

今後は、道内各地域における登録会の開催等による電子

図書館サービスの普及が課題である。

①学校が地域と連携するこ

とで生まれる子どもたちへ

の教育的効果と地学協働を

推進するための方策につい

て理解を深めることにつな

がった。

②講座の一部をオンライン

配信するなど、参加者の居

住地域にとらわれずデジタ

ル機器の活用意欲を高める

ための取組につなげること

ができた。

　電子図書館サービスの一

層の普及が必要である。

取組

の柱
(4)多様な主体との連携・協働による地域の教育力の向上

点

数
1 点

令和５年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】

1.8 1.0 2.8 やや遅れている

５　総合評価を踏まえた次年度の取組【Ａ】

　取組の柱（１）生涯にわたる学習活動の推進

　○　高校中退者等に対する学習支援の取組を推進するとともに、義務教育未修了者等の学び直し、高齢者のデジタルデバイド解消等の

　　　現代的課題を的確に捉えながら、地域住民が主体的に取り組むための仕組みづくりを進める。

　取組の柱（２）社会的包摂の実現につながる取組の推進

　○　障がい者が参加しやすい講座やイベントを全道各地で拡充させるため、市町村や社会教育施設における受入体制の向上や、障がい

　　　者の学びの情報保障などをテーマに、研究調査や地域連携コンソーシアム会議等での具体的な方策についての協議を実施する。

　取組の柱（３）学びの活動をコーディネートする社会教育主事などの人材育成

　○　有資格者に対する社会教育主事への発令や、資格取得を目指す人材の社会教育主事講習受講を促進するため、市町村教育委員会

　　　に対する働きかけを強化する。

　取組の柱（４）多様な主体との連携・協働による地域の教育力の向上

　○　地域の多様な特色を活かした特徴的な地学協働の取組の理解を深め、自立した地域社会の基盤の構築・活性化を図る「学校を核と

　　　したまちづくり」を推進し、地学協働活動の普及・啓発を図る。

　取組の柱（５）地域の特色を活かした多様な体験活動の推進

　○　地域の教育資源や指定管理者の有する特性を活かしたネイパル主催事業の実施を拡充するとともに、施設の活動や取組をＳＮＳ等を

　　　効果的に活用した普及啓発を図る。

①ネイパルにおける地域の教育資

源を活用した魅力ある体験活動の

推進

②ＨＰやＳＮＳ等を効果的に活用し

た体験活動の普及啓発

①地域の教育資源や指定管理者

のノウハウを活用した主催事業を

実施（56事業／6施設）

②各施設の体験活動プログラムや

主催事業等に関する動画を作成し

YouTubeにより発信（砂川2本、

深川1本、森17本、足寄13本、厚

岸3本、社会教育課11本）

４　総合評価
定量評価の判定

(各指標平均点)　[ア]
定性評価の判定[イ] 合計点[ア＋イ] 総合評価

①各施設の立地に応じた地域資源の活用や指定管理者

の持つ特性を活かした事業の展開を図ることができた。今

後は、青少年に限らない地域住民の学びの拠点とするた

め、多様な世代を対象とした取組の拡充が必要である。

②動画の作成により、施設の活動や取組をわかりやすく伝

えることで普及啓発を充実させることができた。今後は、団

体への指導や効果的に活用する広報機会の拡充が必要

である。

① 主催事業の種別分け方

法を整理したため、基準年

度とする。

② ほぼ全ての動画が今年

度に新たに作成された。（動

画総数：R4:2本→R5:57

本）

取組

の柱

令和５年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

(5)地域の特色を活かした多様な体験活動の推進
点

数
1 点
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評価年度（令和５年度）の取組【Ｐ】

(前年度の状況欄は、来年度以降作成の報告書から記載されます。)

分析(令和５年度の主な

取組と成果)【Ｄ・Ｃ】

基準値

(R4)

目標値(上段)

実績値(下段)
点

数

小99.0

中98.9

高100

　学校安全教室等において、防犯教

室及び防犯訓練の実施の有用性に

ついて普及啓発するとともに、防犯教

育の効果的な事例を掲載した「学校

安全教育実践事例集」を作成した。

　実施校の割合は小中高のいずれも

微減しており、取組の徹底が必要で

ある。

小９８．７

中97.9

高98.4

3

点

施策項目21　安全・安心な教育環境の構築 所管課 生徒指導・学校安全課（施設課）

施 策 評 価 調 書

１　施策の状況

施策名

100.0

98.3%

２　定量評価

指標

R5 R6 R7 R8 R9

進捗率

出典

（調査機関）

調査期日

体育・保健・

安全に関す

る調査

（道教委）

地震に加え、地域の実態

を踏まえた自然災害に応

じた、避難（防災）訓練を

実施している学校の割合

(%)（小、中、高）

100.0

89.9%

小60.8

中53.6

高62.4

84.3

小60.0

中51.3

高64.8

100.0

58.9%

小84.9

中53.0

高98.8

　学校安全教室等において、児童生

徒自らが積極的に学ぶ交通安全教

育の実施の有用性について普及啓

発するとともに、交通安全教育の効果

的な事例を掲載した「学校安全教育

実践事例集」を作成した。

　小中学校で実施校の割合が増加す

るなど、取組が浸透してきている。

3

点

R5.12

施策の

方向性

(要約)

○　　児童生徒等が災害や事故、犯罪等から身を守ることができるよう、危機対応能力、規範意識、社会貢献できる態度を育成する

　　ため、学校や家庭、地域、関係機関との連携により効果的な防災教育、交通安全教育、防犯教育の充実を図る。

○　　児童生徒等が安心して学校生活を送れるよう、学校・教育委員会が、警察、消防、市町村の防災担当部局等の関係機関と連

　　携し、「危機管理マニュアル」等に基づいた校内や登下校時の安全確保に向けた取組を促進する。

○　　地震等の大規模災害が発生し、学校が被災した時に備え、被災した学校が早期に再開できるよう、支援活動等に進んで協力

　　する体制の構築と支援に努める。

○　　地震による人的・物的損害の発生防止のため、学校施設の耐震化や老朽化対策のほか、地域の避難所として全ての方が安

　　心して利用できるようバリアフリー化等を促進する。

前年度

の状況

総合評価

児童生徒自らが積極的に

学ぶ交通安全教育を行っ

ている学校の割合(%)

（小、中、高）

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

90.6%

防犯教室及び防犯訓練

の両方を実施している学

校の割合(%)（小、中、

高）

100.0 100.0 100.0 100.0

　実践事例集の周知等による地域の

実態を踏まえた自然災害に応じた避

難訓練の実施に向けた普及啓発を

行った。実施校の割合に大きな変化

は見られず、引き続き取組の推進を

図る必要がある。

体育・保健・

安全に関す

る調査

（道教委）

R5.12

体育・保健・

安全に関す

る調査

（道教委）

100.0 100.0 100.0

R５.12

1

点

小94.8

中80.2

高96.7

公立小・中学校の耐震化

率(%) 100.0 100.0 100.0 100.0

　関係市町村に耐震化早期完了の働き

かけを実施するとともに、国に補助要件

の緩和や財政措置等施策の継続・充実

を要望。

　R5年度耐震化未完了学校数が減少

（18校（対前年度８校減））し、耐震化

率が向上した。

100.0

99.1%

99.1

3

公立学校施

設の耐震改

修状況フォ

ローアップ調

査

（文科省）

R5.4

点

点

地域と連携した「１日防災

学校」を実施している市

町村の割合（札幌市を除

く）(%)

100.0 100.0 100.0 100.0

　地域と連携した取組を掲載した「１

日防災学校実践事例集」を作成。

実施市町村数が増加しており、取組

が着実に浸透している（基準値：150

→R5：160）。

100.0

89.9

１日防災学

校に係る実

施報告書

（道教委）2

R5.6

98.7

所管課ＨＰ
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①学校教育指導等や学校安全推進会議等において、危

機管理マニュアルの検証・改善を指導したことにより、「不

審者侵入防止の３段階のチェック体制」について、全ての

道立学校における体制の確立に寄与した。引き続き、危機

管理マニュアルの不断に検証・改善への指導が必要であ

る。

②教育委員会訪問や学校教育指導等において、「通学路

交通安全プログラム」に基づく指導助言をしたことにより、

効果的な取組の推進に寄与した。引き続き、指導助言を

行い、児童生徒の安全を確保することが必要である。

①危機管理マニュアルの検

証、改善を促進した。

②「通学路交通安全プログ

ラム」等に基づく定期的な

点検等の充実を図った。

取組

の柱
(4)被災地域の学校への支援に向けた体制の構築

点

数
1 点

①発達段階に応じた交通ルールや

自転車の安全等に関する知識・技

能を身に付けるための交通安全教

室や児童生徒が安全対策につい

て話し合うなど主体的に学ぶ交通

安全教育の充実

②警察や地域の防犯団体と連携

した防犯教室や防犯訓練の実施

①道警察等と連携した交通安全

教育の実施方法の工夫について、

各種研修等での指導助言

②道警察等の関係機関と連携し

た教職員に対する研修の実施

　管内学校安全推進会議（８月～２

　月、11管内、448名参加）

　学校安全教室（10月、３管内、

　96名参加）

３　定性評価
取組

の柱

令和５年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

①②各学校での好事例を

取りまとめた安全教育実践

事例集の充実を図った。

②学校安全教室、管内学

校安全推進会議等で関係

機関と連携した教職員向け

研修会の充実を図った。

取組

の柱
(3)安全確保や災害対応体制の確立

点

数
1 点

令和５年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

令和５年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

①学校に避難所が開設されたとき

の運営方法や、学校が被災した際

の早期学校再開に向けた対応、被

災した児童生徒の心のケア等に関

する教員研修の充実

①被災地域の学校支援に関する

研修会の開催（７月、２月、255名

参加）

①避難所の運営方法、学校の早期再開、児童生徒の心

のケアに関する研修を実施したことにより、被災した際の

対応の理解に寄与した。引き続き、同様の取組を行うこと

が必要である。

①被災地域の学校支援に

関する研修会の充実を図っ

た。

①「学校の危機管理マニュアル」

や安全教育実践事例集を活用し

た指導助言の充実

②「通学路交通安全プログラム」

等に基づく効果的な取組の推進

①学校教育指導等や学校安全推

進会議等において、国の「学校の

危機管理マニュアル等の評価・見

直しガイドライン」を活用し、危機

管理マニュアルを不断に検証・改

善するよう指導

②教育委員会訪問や学校教育指

導等による「通学路交通安全プロ

グラム」等に基づく定期的な点検

等について指導助言

①学校教育指導や事例集の普及

による「１日防災学校」等を活用し

た発達段階に応じた防災教育に

ついて指導助言

②高校生の防災ネットワークの拡

大や防災意識の向上のため、「北

海道高校生防災サミット」を開催

①-1 市町村の防災部局や消防な

どの関係機関と連携した「１日防

災学校」の実施（現在集計中）

①-2「１日防災学校」の実践事例

集の周知

②-1 「北海道高校生防災サミッ

ト」のオンライン開催（10月　51校

から約190名参加）

②-2 防災サミットの取組を情報

発信するため「北海道防災サミット

note」をＨＰに掲載（10月）

②-3 「高校生防災カフェ」のオン

ライン開催（12月～２月に３回開

催）

取組

の柱

令和５年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】

①-1全ての市町村が「１日防災学校」を実施したことに

より、全道の防災意識の醸成に寄与した。各市町村にお

いて、継続した取組と内容の充実に向けて働きかけること

が必要である。

①-2実施校の成果や好事例を発信することにより、未実

施の学校への防災意識の向上に寄与した。引き続き、未

実施校へ働きかけることが必要である。

②-1「北海道高校生防災サミット」を実施したことにより、

全道の高校生の防災意識の向上に寄与した。生徒の防

災意識の醸成に向けて、引き続き、サミットの実施が必要

である。

②-2各校の取組を全道に発信するために「北海道防災

サミットnote」をＨＰに掲載したことにより、全道の防災意

識の醸成に寄与した。

②-3「北海道高校生防災サミット」に参加した生徒を中

心に防災について話し合う場を設定したことにより、高校

生がより深く防災について意識することに寄与した。引き

続き、高校生が防災について考える場を提供することが必

要である。

①関係機関と連携した「１

日防災学校」の取組や、「１

日防災学校」の実践事例

集の充実を図った。

②「北海道高校生防災サ

ミット」、「北海道防災サミッ

トnote」及び「高校生防災

カフェ」の充実が図られた。

取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

(2)家庭や地域とともに学ぶ体験的な防災教育の推進
点

数
1 点

①安全等に関する知識・技能を身に付けるための交通安

全教室や児童生徒が主体的に学ぶ交通安全教育の充実

に寄与した。引き続き、充実した交通安全教育が全ての学

校で行われるように、好事例等の紹介等が必要である。

②学校安全教室において、さすまた等を用いた具体的な

研修を実施したことにより、各学校における防犯教室や防

犯訓練の充実に寄与した。引き続き、警察等と連携した防

犯教室や防犯訓練が行われるよう、各種研修の充実が必

要である。

点

数
(1)体験を重視した効果的な交通安全教育と防犯教育の推進 点1
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５　総合評価を踏まえた次年度の取組【Ａ】

　取組の柱（１）体験を重視した効果的な交通安全教育と防犯教育の推進

　○　体験を重視した防犯教室及び交通安全教室の充実を図る。

　取組の柱（２）家庭や地域とともに学ぶ体験的な防災教育の推進

　○　「１日防災学校」をはじめとした防災に係る取組の充実を図る。

　取組の柱（３）安全確保や災害対応体制の確立

　○　危機管理マニュアルの不断の見直しを進める。

　取組の柱（４）被災地域の学校への支援に向けた体制の構築

　○　被災地域の学校支援に関する体制の整備と研修の充実を図る。

　取組の柱（５）公立学校施設の長寿命化や耐震化・新しい時代の学びを実現する学校施設等の促進

　○　耐震化を早期に完了する必要があることから、耐震化の早期完了に向けた関係市町村への情報提供や要請を行うほか、引き続き国

　　　に対し、財政措置等施策の充実について要望する。

　○　老朽化対策やバリアフリー化を促進するために、引き続き市町村に対し、必要な情報提供や働きかけを行うとともに、国に対し、財政措

　　　置等施策の充実について要望する。

①学校施設等の耐震化未了の市

町村に対し早期完了に向けた働き

かけを実施

②学校施設の老朽化対策やバリ

アフリー化等の促進について、市

町村への働きかけや市町村の取

組の支援

①耐震化未完了市町村に対し、個

別に耐震化完了に向けた検討状

況の把握と早期完了への働きかけ

を実施（11月３市町村、１月37市

町村）

②市町村の教育長等の団体の役

員会の場において、バリアフリー化

の促進などの働きかけを実施

４　総合評価

定量評価の判定

(各指標平均点)　[ア]
定性評価の判定[イ] 合計点[ア＋イ] 総合評価

①耐震化率は99％を超え、多くの市町村で対策を完了し

ているが、財政事情等から完了までになお時間を要する

市町村に対し、引き続き働きかけが必要である。

②文部科学省による令和４年度の学校施設のバリアフ

リー化に関する実態調査において、令和２年度の実態調

査よりもほとんどの項目で整備率は上昇しているが、全国

平均より約10ポイント下回る項目もあり、市町村による計

画的な取組と市町村に対する取組の加速に向けた支援

の継続が必要である。

①公立小中学校の耐震化

率が向上している。

②学校施設のバリアフリー

化に関する実態調査を実施

した。

点

2.4 1.0 3.4 やや遅れている

取組

の柱

令和５年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

(5)公立学校施設の長寿命化や耐震化・新しい時代の学びを実現する学校施設等の促進
点

数
1
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評価年度（令和５年度）の取組【Ｐ】

(前年度の状況欄は、来年度以降作成の報告書から記載されます。)

分析(令和５年度の主な

取組と成果)【Ｄ・Ｃ】

基準値

(R4)

目標値(上段)

実績値(下段)
点

数

147

(R3)

美術館・博物館のホーム

ページの閲覧者数（万

件）
232.6 242.6 252.6 262.6 274.3

118.8%

　学校教育活動における道立美術館

等の利用について、各市町村教育委

員会や各道立学校に通知を発出する

とともに、各道立美術館・博物館にお

いて、近隣の学校に利用を呼びかけ、

活動の充実を図った結果、目標を上

回る多くの学校に活用してもらうこと

ができた。

241

施策項目22　芸術文化活動の推進 所管課 文化財・博物館課（社会教育課、部活動改革推進課）

施 策 評 価 調 書

１　施策の状況

施策名

217

144.3%

２　定量評価

指標

R5 R6 R7 R8 R9

達成率

出典

（調査機関）

調査期日

運営計画、実施

状況及び道立

美術館評価に

係る評価結果等

報告書

（道教委）

R6.4

施策の

方向性

(要約)

○　　道内の美術館等が文化発信等の拠点としてネットワークでつながり、多様な鑑賞機会の拡充や教育普及活動を充実させること

　　により、子どもたちの芸術に対する感性や郷土の歴史・文化に対する理解の深化を図るとともに、全ての道民が芸術文化活動を楽

　　しめる環境づくりに取り組む。

○　　世界文化遺産の構成・関連遺産をはじめとする地域の文化財について、将来に向けた保存や教育的活用はもとより、北海道固

　　有の歴史・文化の特色と価値が国内外に発信され、地域振興や観光資源などとして活用されるよう、知事部局と連携しながら取り

　　組む。

前年度

の状況

総合評価

点

学校教育活動として美術

館・博物館を活用した学

校数
167 178 190 203

276.4

4

3

点

212.6

(R3)

83.1

97.0

97.6%

　各道立美術館・博物館において、最

新の展覧会やイベントの情報などの

積極的な更新や、収蔵作品データ

ベースの充実を図った結果、近代美

術館の設備改修工事による休館（２

カ月）にも関わらず、目標値を上回る

多くの方々に閲覧いただいた。

4

点

　HPやニュースレター及びポスター掲

示により周知を続けた結果、強調月

間中に文化財を活用した事業を行う

市町村が増加する傾向にある。更に、

期間中に「北海道・東北地区民俗芸

能大会恵庭大会」を開催して文化財

に関する情報及び、民俗芸能を観劇

する機会を提供することができた。

運営計画、実施

状況及び道立

美術館評価に

係る評価結果等

報告書

（道教委）

R6.4

「北海道文化財

保護強調月間」

における文化財

展示公開・活用

事業調べ

（道教委）

R5.11

指定文化財所在市町村

で北海道文化財保護強

調月間に「文化財を活用

した事業」を実施している

市町村の割合(%)

86.0 87.1 90.3 93.5

92.0%

83.9

　教材開発、ゲストティーチャー授業

及び世界遺産子どもサミットを実施

し、児童生徒の理解向上と学校での

活動が活性化してきている。

　実施校の目標が未達成のため、北

海道の歴史的な特徴への理解を進

める上で、縄文時代の前後の時期に

関する教材及びゲストティーチャー授

業の内容検討が必要である。

3

点

「北海道・北東北の縄文

遺跡群」など地域の文化

財を活用した教育活動を

実施した学校の割合(%)

（小、中）

90.0 94.0 96.0 98.0 100.0

82.8

79.7

教育活動等

に関する調査

（道教委）

R5.11

所管課ＨＰ
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①美術館の収蔵品等を活用した

魅力ある展覧会の開催

②道立美術館と道内美術館との

相互連携により多様な鑑賞機会の

提供や魅力あるイベント、効果的な

ＰＲ活動などを行う「アートギャラ

リー北海道」の取組の充実

③近代美術館のリニューアルに向

け、基本構想中間報告で整理した

「目指す姿」を実現するための検

討

④道立美術館の所蔵作品のデー

ターベース化などの機能強化やデ

ジタル技術を活用した鑑賞機会の

充実

①道立美術館・博物館におけるコ

レクション展、特別展の開催（５美

術館、３博物館）

②「アートギャラリー北海道」推進

事業の実施

　連携展（道立３館６展）

　若手作家紹介展（１館１展）

③-1近代美術館の整備方法等に

係る技術的検討調査の実施

③-2「これからの北海道立近代美

術館検討会議」の開催（12月）

④道立美術館等の展覧会やコレク

ション等を紹介する動画「北海道リ

モート・ミュージアム」をＨＰにより

配信（動画69本配信）

３　定性評価
取組

の柱

令和５年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

①美術品購入を目的とした

寄付金制度を令和６年度

から開始。

②NEXCO東日本北海道

支社が実施するスタンプラ

リーのスポットとして、道内

各地の約30の美術館が参

加し、取組を広く紹介した。

③R５年７月に近美リニュー

アル基本構想中間報告を

策定し、中間報告を踏まえ、

整備パターンを検討中。

④R５は新たに９本の動画

を配信した。

①より多くの道民の利用が図られるよう、各道立美術館・

博物館において、コレクションの充実を図った。道内外の美

術館のコレクションを生かした魅力的な事業の検討が必

要である。

②より多くの道民が芸術鑑賞等の文化に触れる機会を提

供し、事業の充実と周知を図るため、これまでの方策に加

え、より効果的な広報が必要であることから、道と包括連

携協定を締結している企業と連携することができた。引き

続き企業と連携し、取組を継続することが必要である。

③-1中間報告で示した３つの整備パターン別に、経済性

や環境性などについて、外部委託により専門的見地から

評価を行った。

③-2　３つの整備パターンに係る評価を行う際の比較項

目について、有識者からの意見聴取を行った。

④居住地域に関わらず、芸術文化に触れる機会を提供す

るため、各道立美術館・博物館の協力により、動画配信の

積極的な実施が必要であることから、動画の配信を行うよ

う各道立美術館・博物館に働きかけた。引き続き各道立美

術館・博物館と連携し、事業成果の一層の普及が必要で

ある。

点

数
(1)芸術文化に身近に接する機会の充実 点1

(2)学校の教育活動への支援の充実
点

数
1 点

取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

(3)次代につなぐ文化財保護の推進
点

数
1 点

令和５年度の主な取組【Ｐ】

①指定文化財の現状把握・適切な

管理や、未指定文化財の調査・指

定等の推進

②市町村等と連携し、文化財に親

しむ環境づくりの促進や地域にお

ける保存・伝承に向けた機運の醸

成

①-1 文化財調査員による指定文

化財の現況調査・保存指導を実

施。これまでの取組が実を結び、国

宝１件、国指定重要文化財１件、登

録有形文化財３件、道指定文化財

２件が文化財として認定

①-2 未指定文化財について保存

状況等の調査（２箇所：モウツ南部

竪穴群、ヌタベット湿原）

②-1 北海道文化財保護強調月

間（10月８日～11月７日）に関す

るポスター作成や、期間中の実施

事業を道教委ＨＰで公開・周知し、

市町村の取組を支援（139市町

村415件の事業）。

　期間中、「北海道・東北地区民俗

芸能大会恵庭大会」を実施し約

300名が観覧

②-2 学校教育や生涯学習の場

で活用できるように文化財ニュ－

スレターの発行（年３回発行、市町

村・学校等へ配付）

①　助成制度の周知を行ったほか、喫緊に修復等が必要

な文化財は直接現地に赴き、現状把握と今後の方向性に

ついて文化庁と連携を図り、指導・助言を実施した。

　未指定文化財の指定や登録の推進についても関係市町

村に赴いた際に指導・助言を実施した。

②　実施状況の公開・周知により実施件数に若干増加が

見られたほか、民俗芸能大会の開催により、道内外の民俗

芸能を広く観劇してもらう機会を提供するとができた。

　また、中標津町が文化財保存計画を策定するなど、道内

の文化財保護の動きが活発になってきているため、引き続

き周知を行う。

　文化財ニュースレターを発行、及び道教委ＨＰのトップ

ページで公開するなどして、引き続き、指定・登録や地域の

文化財についての情報発信を行う。

①喫緊に修復が可能な文

化財や、未指定文化財の２

箇所（左記に記載）につい

て現地に赴き、現状把握と

指導助言を実施。

②R５は、ニュースレターを３

回発行したが、今後も回数

の増や内容の充実を図る

予定。

取組

の柱

令和５年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】

①「オンラインアート教室」の実施校を増加（R4:14校→

R5:21校）することができた。青少年の豊かな創造性や情

操を育むことを目指し、多くの学校等で芸術に触れる機会

を提供するために、より効果的な事業展開と広報が必要

である。

②参加校の増加（R4：139校→R5：148校）など、子ども

たちに優れた舞台芸術の鑑賞機会を提供することができ

たが、住んでいる地域に関わらず、芸術文化に触れる機会

を提供する工夫が必要である。

③　部活動指導員の活用が進んでいるが、財源不足によ

り全ての申請に対応できない状況にあることから、国に対

し財源措置の拡充を要望する。

①R６から事業実施期間を

３ヶ月延長し、利用機会の

充実を図る予定である。

②新たな芸術団体の情報

を発掘するなど、市町村の

積極的な活用を促す公演リ

ストの作成や配付を引き続

き実施した。

③部活動指導員の配置数

が増加した。

取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

①学校を対象に道立美術館等の

所蔵品を活用した鑑賞機会の拡

充など教育機能の充実

②学校等を対象に優れた舞台芸

術等の鑑賞機会の提供

③中学校・高校における文化部活

動の充実などを図るため、部活動

指導員を派遣

①-1 道立美術館と学校をオンラ

インで繋ぐ「道立美術館オンライン

アート教室」を実施　　　　（21校）

①-2 鑑賞学習支援ツール（学校

貸出用美術鑑賞教材）の貸出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（26校）

②-1 巡回講演事業の実施

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3７校)

②-2 芸術家の派遣事業の実施

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（77校)

②-3 巡回小劇場の実施

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（34校)

③部活動指導員の配置（道立

112校159名、市町村立11校11

名）

取組

の柱
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3.5 1.0 4.5 概ね順調

５　総合評価を踏まえた次年度の取組【Ａ】

　取組の柱（１）芸術文化に身近に接する機会の充実

　○  芸術文化に身近に接する機会の充実のため、美術品購入を目的とした寄付金制度を開始し、魅力ある展覧会を開催する。

　○  知事部局と連携し、検討を進めている知事公館・近代美術館エリアの総合的な活用構想との整合性を図りながら、近代美術館リニュー

　　　アル基本構想の策定を目指す。

　取組の柱（２）学校の教育活動への支援の充実

　○  学校の教育活動への支援の充実のため、「オンラインアート教室」の事業実施期間を３ヶ月延長し、利用機会の充実を図るとともに、部

　　　活動指導員配置に係る予算の拡充について、引き続き国に要望する。

　取組の柱（３）次代につなぐ文化財保護の推進

　○  文化財調査員による指定文化財や未指定文化財の現況把握や指導助言を実施して文化財保護の推進を図るとともに、文化財の活用

　　　について、内容を充実させた情報発信を行う。

　取組の柱（４）アイヌ民俗文化財の保存・伝承活動の推進

　○　アイヌ民俗の技術と芸能の伝承及び叙事詩、翻訳整理、調査を行うとともに、その成果の普及を図る。

　取組の柱（５）世界文化遺産に対する理解の促進

　○  世界文化遺産「北海道・北東北の縄文遺跡群」を始めとする地域の縄文遺跡を教材として、学校教育での活用を推進するとともに、

　　　世界遺産子どもサミットにおける各校の発表を公開し、各地域での取組を促進する。また、普遍的価値の普及・啓発を図るため、国の

　　　交付金を活用し、インタープリテーション（遺産の価値を正確に伝え、その保護への理解と協力を得るために行うコミュニケーション）

　　  の在り方についての調査研究や青少年向けの講演会等を実施し、成果を広く公開する。

①子どもたちの歴史・文化への理

解と北海道への愛着の醸成を図る

ため、「北海道・北東北の縄文遺

跡群」を活用した教材開発やゲス

トティーチャー授業、世界遺産子ど

もサミットの開催

（再掲：施策項目１（５））

②世界文化遺産の保存・活用に対

する道民の理解を図るための普及

啓発の推進

①-1 縄文時代の人々の暮らしを

紹介する動画教材の開発

①-2 動画教材や整備済みの教材

を一人一台端末で利用するゲスト

ティーチャー授業の実施（10校）

①-3 世界遺産子どもサミットをオ

ンラインで開催（2月82名参加）

内容を全道の学校及び文化財担

当者向けにYouTubeで公開

②「北海道世界文化遺産活用推

進実行委員会」（事務局：文化財・

博物館課）主催によりユネスコ世

界文化遺産講演会（11月　室蘭

市130名参加）や縄文遺跡体験

（７月　洞爺湖町８名参加、８月　千

歳市３名参加）を実施

４　総合評価
定量評価の判定

(各指標平均点)　[ア]
定性評価の判定[イ] 合計点[ア＋イ] 総合評価

①-1･2　教育活動の実施校が3.1%(79.7%→82.8%)

増加したが、北海道の歴史的な特徴への理解をさらに進

める上で、縄文時代の前後の時期に関する教材が必要で

ある。

①-2　ゲストティーチャー授業の実施により、児童生徒の

縄文時代に関する理解が向上しているが、教育活動実施

校の割合が目標に達していないことから、目標の達成に向

けた教材の内容検討が必要である。

①-3　各学校・団体による世界遺産を活用した取組の発

表を相互に参考とし、それぞれの活動が活性化している

が、将来的な学習や取組の継続が必要である。

②各種事業の実施により、世界遺産に関する理解が深

まっているが、青少年を中心とする道民に向けた事業成果

の一層の普及が必要である。

①-1･2　教材動画を追加

し、地域の遺跡の活用を推

進した。

①-3　参加者に高校生を

加えると共に発表を公開

し、各地域での取組を促進

した。

②各事業について計画どお

り実施した。

(5)世界文化遺産に対する理解の促進
点

数
1 点

点

令和５年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況

①アイヌの人たちの歴史や文化に

ついて理解を深められるよう、民俗

技術の調査や保存・伝承活動を推

進

①-1 アイヌ民俗技術に関する調

査の実施、報告書の作成

①-2 「金成マツノート」の翻訳・整

理、報告書の作成

①-3 アイヌ民俗技術伝承講座の

開催（４講座401名参加）

①-4 アイヌ民俗芸能伝承講座の

開催（６講座389名参加）

①-5 アイヌ文化財専門職員研修

会の開催（２月20名参加）

①-1･2　アイヌ民俗文化の伝承・活用のため整理・調査さ

れていない叙事詩や生活習慣・民俗技術等、翻訳整理や

調査をまとめ、刊行物を発行。未調査部分については今後

も継続した調査が必要である。

①-3･4　技術・芸能伝承講座は事業継続の成果として、

若い世代の増加が見られた。引き続き講座を実施し、伝承

に努めることが必要である。

①-5　科学的根拠に基づく保存について研修した結果、

研修会参加者の反応は良く、今後も現場のニーズに対応

した研修内容の充実が必要である。

①-1･2　翻訳整理・報告書

を継続して作成する。

①-3･4　アイヌ協会と連絡

調整を図りながら若い世代

への伝承に取り組んだ。

①-5　これまでにはなかっ

た協議・情報交換の時間を

設けるなど内容の充実を

図った。

取組

の柱
(4)アイヌ民俗文化財の保存・伝承活動の推進

点

数
1

取組

の柱

令和５年度の主な取組【Ｐ】 取組の実績【Ｄ】 取組の成果と課題【Ｃ】 進捗状況
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